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医療保険者を取り巻く最近の動向について
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機密性２
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○ 全世代型社会保障検討会議 中間報告

○ 短時間労働者への適用拡大

○ オンライン資格確認等
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機密性２

診療報酬改定
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機密性２機密性２

○ 個別の改定事項に係る議論は、厚生労働省の中央社会保険医療協議会において行われるとともに、予算編成

過程において、診療報酬改定の改定率は以下の通りとなった。

➢ 診療報酬本体 ＋０．５５％

※１ うち、※２を除く改定分 ＋０．４７％

各科改定率 医科 ＋０．５３％
歯科 ＋０．５９％
調剤 ＋０．１６％

※２ うち、消費税財源を活用した救急病院における勤務医の働き方改革への
特例的な対応 ＋０．０８％

➢ 薬価 ▲０．９９％

※ うち、実勢価等改定 ▲０．４３％

市場拡大再算定の見直し等 ▲０．０１％

➢ 材料価格▲０．０２％

※ うち、実勢価等改定 ▲０．０１％

診療報酬改定

令和２年度診療報酬改定について
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機密性２機密性２
参考

5



機密性２

全世代型社会保障検討会議 中間報告
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機密性２ 全世代型社会保障検討会議 中間報告（抜粋）

○ 人生100年時代において国民の安心を確保するため、以下のような医療を取り巻く課題を踏まえ、健康を望む国民一人一人
の自主的な取組を可能とする環境を整備するとともに、地域包括ケアシステムの構築、さらには地域共生社会の実現に向け
た取組を進めることが重要である。疾病予防・早期対応から病気を抱えた後もその生活を支える医療のあるべき姿を見据え、
地域医療の基盤を維持していくことが必要である。

○ 団塊の世代が75歳以上を迎える中での高齢化による需要拡大への対応、生産年齢人口が減少する中での地域医療の確保、
平均寿命の伸びを上回る健康寿命の延伸へ向けた予防・健康づくりの強化、セルフケア・セルフメディケーションの推進、ヘル
スリテラシーの向上、働き方改革に対応した医師の職場環境の変化と地域医療の確保の両立、ゲノム医療等最先端医療の
導入やデータヘルス改革の推進。

○ 地域医療構想の推進、地域間・診療科間の更なる医師偏在対策、卒前・卒後の一貫した医師養成課程の整備、地域におけ
る看護職員をはじめとする医療関係人材の確保・育成、看護師・歯科衛生士等の復職支援・定着の推進、医師・歯科医師等
の働き方改革、医療職種の役割分担の見直しにより、地域差を伴う「高齢化による需要増大」と「支え手減少」の進展などの環
境変化に対応し、質の向上と効率改善を図り、地域で必要な医療を確保する。

○ あわせて、外来機能の明確化とかかりつけ医機能の強化、在宅医療・歯科医療の更なる深化と推進、訪問看護体制の強化、
中山間地を含む適切な遠隔医療の推進、健康・医療情報の連携・活用を含む健康寿命延伸のための食の確保・健康づくり・
早期治療・重症化予防、医療といった一貫した施策の構築、地域における医科歯科連携を含む歯科医療機関の強化、地域に
おける薬剤師・薬局機能の強化、医師の負担軽減の観点を含めた医療のかかり方の変容へ向けた取組推進、尊厳と意思の
尊重された人生の最終段階の迎え方支援に取り組むことにより、患者中心の医療を深化させる。そのためにも、学校等におけ
る社会保障教育に加え、「かかりつけ医」・「かかりつけ歯科医」・「かかりつけ薬剤師」を通じた、また保険者を通じた社会保障
教育の充実が必要である。

医療提供体制の改革

令和元年12月19日
第5回全世代型社会保障
検討会議資料
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機密性２

○ 今回の改正では、50人超規模の企業まで厚生年金（被用者保険）の適用範囲を拡大することとする。スケジュールについて
は、2024年10月に50人超規模の企業まで適用することとし、その施行までの間にも、できるだけ多くの労働者の保障を充実さ
せるため、2022年10月に100人超規模の企業までは適用することを基本とする。

○ この際、中小企業・小規模事業者の生産性向上への支援を図るため、先端技術の実装を含め、革新的な製品・サービス開
発のための設備投資支援や、小規模事業者に特化した販路開拓支援、ＩＴツールの導入支援等を複数年にわたって継続的に
実施する仕組みを構築し、必要な財源を確保することとする。

○ あわせて、短時間労働者の適用要件のうち、1年以上の勤務期間要件は、実務上の取扱いの現状も踏まえて撤廃し、フルタ
イムの被保険者と同様の２ヶ月超の要件を適用する。

○ また、５人以上の個人事業所のうち、弁護士・税理士・社会保険労務士等の法律・会計事務を取り扱う士業について、適用業
種に追加する。

厚生年金（被用者保険）の適用範囲の拡大について

全世代型社会保障検討会議 中間報告（抜粋）
令和元年12月19日
第5回全世代型社会保障
検討会議資料

○ 70歳までの就業機会確保や、年金の受給開始時期の選択肢の拡大による高齢期の経済基盤の充実を図る取組等に併せて、
医療においても、現役並み所得の方を除く75歳以上の後期高齢者医療の負担の仕組みについて、負担能力に応じたものへと
改革していく必要がある。これにより、2022年にかけて、団塊の世代が75歳以上の高齢者となり、現役世代の負担が大きく上
昇することが想定される中で、現役世代の負担上昇を抑えながら、全ての世代が安心できる社会保障制度を構築する。

○ 具体的には、以下の方向性に基づき、全世代型社会保障検討会議において最終報告に向けて検討を進める。同時に、社会
保障審議会においても検討を開始する。遅くとも団塊の世代が75歳以上の高齢者入りする2022年度初までに改革を実施でき
るよう、最終報告を取りまとめた上で、同審議会の審議を経て、来年夏までに成案を得て、速やかに必要な法制上の措置を講
ずる。

○ 後期高齢者（75歳以上。現役並み所得者を除く）であっても一定所得以上の方については、その医療費の窓口負担割合を2
割とし、それ以外の方については1割とする。

○ その際、高齢者の疾病、生活状況等の実態を踏まえて、具体的な施行時期、2割負担の具体的な所得基準とともに、長期に
わたり頻繁に受診が必要な患者の高齢者の生活等に与える影響を見極め適切な配慮について、検討を行う。

大きなリスクをしっかり支えられる公的保険制度の在り方 ①後期高齢者の自己負担割合の在り方

8



機密性２

○ 外来受診時定額負担については、医療のあるべき姿として、病院・診療所における外来機能の明確化と地域におけるかかり
つけ医機能の強化等について検討を進め、平成14年の健康保険法改正法附則第2条を堅持しつつ、大病院と中小病院・診療
所の外来における機能分化、かかりつけ医の普及を推進する観点から、まずは、選定療養である現行の他の医療機関からの
文書による紹介がない患者の大病院外来初診・再診時の定額負担の仕組みを大幅に拡充する。

○ 具体的には、以下の方向性に基づき、全世代型社会保障検討会議において最終報告に向けて検討を進める。同時に、社会
保障審議会及び中央社会保険医療協議会においても検討を開始する。遅くとも、2022年度初までに改革を実施できるよう、最
終報告を取りまとめた上で、同審議会の審議を経て、来年夏までに成案を得て、速やかに必要な法制上の措置を講ずる。

○ 他の医療機関からの文書による紹介がない患者が大病院を外来受診した場合に初診時5,000円・再診時2,500円以上（医科
の場合)の定額負担を求める制度について、これらの負担額を踏まえてより機能分化の実効性が上がるよう、患者の負担額を
増額し、増額分について公的医療保険の負担を軽減するよう改めるとともに、大病院・中小病院・診療所の外来機能の明確化
を行いつつ、それを踏まえ対象病院を病床数200床以上の一般病院に拡大する。

○ 具体的な負担額や詳細設計を検討する際、患者のアクセスを過度に制限しないよう配慮しつつ、病院・診療所の機能分化・
連携が適切に図られるよう、現行の定額負担の徴収状況等を検証し、定額負担を徴収しない場合(緊急その他やむを得ない
事情がある場合、地域に他に当該診療科を標榜する保険医療機関がない場合など)の要件の見直しを行う。

大きなリスクをしっかり支えられる公的保険制度の在り方 ②大病院への患者集中を防ぎかかりつけ医機能の強化を図る
ための定額負担の拡大

全世代型社会保障検討会議 中間報告（抜粋）
令和元年12月19日
第5回全世代型社会保障
検討会議資料
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機密性２

短時間労働者への適用拡大
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機密性２
令和元年12月25日
第123回社会保障審議会医療保険部会資料
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オンライン資格確認等
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